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〔要　　　旨〕

安倍政権が掲げる地方創生には，買い物，交通，教育文化，医療等，地方で人が暮らし続

けるために必要な生活インフラの維持が大前提となる。地方によっては，地域に根差し営利

を第一義としない農協が，生活インフラの提供者としての役割を期待されているところも多

い。実際，本稿で紹介するJAえひめ南，JAハリマのように，地方の生活インフラの担い手

となっている農協がある。

組合員間の相互扶助組織である農協が，組合員等のために生活インフラ維持に取り組むこ

とには，確かに妥当性がある。しかし，生活インフラ維持が地域に貢献するとはいえ，農協

は採算を考慮しながら取り組む必要がある。生活インフラ維持を持続可能な取組みとするた

めに，農協は行政や他組織との連携を図ることも重要であろう。

地方創生と農業協同組合
─地方の生活インフラ維持の担い手として─
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ならず，買い物支援や金融サービス等，地

域の生活インフラ機能をも担っており，改

めて注目されている。日本アプライドリサ

ーチ研究所が行った調査によると，一部の

自治体は，農協に「地域の生活インフラ機

能の担い手としての役割を期待する」とし

ている。

本稿の構成は以下のとおりである。まず，

地方創生に関する政府の動向について整理

する。次に，JA全国大会決議（12年10月）の

中での地域社会に関する取組みの位置づけ

を紹介する。そのうえで，地域の生活イン

フラの維持に取り組んでいる２つの農協の

事例について報告し，最後に農協が地域の

生活インフラの維持に取り組む意義と課題

を考察する。

1　地方創生に関する政府の動向

（1）　地方創生本部の設置

14年６月に安倍首相が地方の活性化を目

的とした「地方創生本部」の設置を表明し，

政府は地方創生に取り組むこととなった。

14年９月３日に第２次安倍改造内閣が発

足したが，安倍首相は内閣改造に伴い，地

方創生・国家戦略特別区域を担当する国務

大臣ポストを新設し，石破茂衆院議員を同

大臣に任命した。

同日の閣議決定を経て，「まち・ひと・し

ごと創生本部」（以下「創生本部」という）を

設置した。創生本部は「人口急減・超高齢

化という我が国が直面する大きな課題に対

し，政府一体となって取り組み，各地域が

はじめに

2012年に発足した第２次安倍内閣では，

地方創生を看板政策のひとつとして掲げ

た。現在の第３次安倍内閣でもその位置づ

けは変わっていない。地方創生とは，人口

急減・超高齢化というわが国が直面する大

きな課題に対し政府一体となって取り組み，

各地域がそれぞれの特徴を生かした自律的

で持続的な社会を創生することである。

地方創生には，買い物，交通，教育文化，

医療等，地方で人々が暮らし続けるために

必要な生活インフラの維持が大前提となる。

都市では人口が多く，事業を成立させやす

いため，生活インフラの供給者は営利企業

等，多数存在する。一方で，地方では人口

が少なく，事業を成立させにくいため，生

活インフラを供給する営利企業は少なく，

誰が生活インフラを供給するのかという問

題（例えば，買い物難民等）が生じている。

地方での生活インフラ供給者としての営

利企業が十分に存在しないならば，まずは

地方自治体が生活インフラを支えることが

望まれる。そのうえで，地方自治体だけで

支えることが困難な地方においては，地方に

根差し営利を第一義としない組織にも生活

インフラの提供者となることが求められる

可能性がある。地方に根差し営利を第一義

としない組織として，住民自治会，社会福

祉協議会，NPO，協同組合等が考えられる。

本稿では，それらの組織の中で農業協同

組合を取り上げる。農協は，農業振興のみ
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（2）　地方創生関連 2法の成立

衆議院解散直前の14年11月21日に，地方

創生関連２法案（「まち・ひと・しごと創生法

案」《以下「地方創生法」という》及び「地域

再生法の一部を改正する法律案」《以下「改正

地域再生法」という》）が第187回国会（臨時

会）で可決成立した。

まず，地方創生法は，「少子高齢化の進展

に的確に対応し，人口の減少に歯止めをか

けるとともに，東京圏への人口の過度の集

中を是正し，それぞれの地域で住みよい環

境を確保して，将来にわたって活力ある日

本社会を維持していくために，まち・ひと・

しごと創生に関する施策を総合的かつ計画

的に実施する」ことを目的とする。同法の

基本理念の１つに，「日常生活・社会生活の

基盤となるサービスについて，需要・供給

を長期的に見通しつつ，住民負担の程度を

考慮して，事業者・住民の理解・協力を得

ながら，現在・将来における提供を確保」

（第二条の二）が挙げられている。すなわち，

地方の生活インフラ維持が地方創生法の基

本理念の１つになっているといえよう。

次に，改正地域再生法は，14年６月24日

に閣議決定された「『日本再興戦略』改訂

2014―未来への挑戦―」で示された「地域

活性化関連施策をワンパッケージで実現す

る伴走支援プラットフォームの構築」とい

う方針に沿った内容となっている。かつて

省ごとに分かれていた地域活性化関連施策

が統合的に運用されることとなり，地域に

とって使い勝手の良い仕組みとなった。ま

た，改正地域再生法には，農林水産業の振

それぞれの特徴を活かした自律的で持続的

な社会を創生すること
（注1）
」を目的としている。

14年９月以降，創生本部は全閣僚をメン

バーとする「まち・ひと・しごと創生本部

会合」や，首長，研究者，実務者等の有識

者委員で構成される「まち・ひと・しごと

創生会議」を複数回開催し，地方創生につ

いて議論している。

政府は地方創生を実現させるために，今

後５年間の施策の方向性を整理した「総合

戦略」の原案をまとめた。同戦略には，地

方での雇用を安定的に確保することにより，

東京圏から転入を上回る人口を転出させ，

東京への人口集中を是正すること等が記載

されている。

14年12月19日に開催された「国家戦略特

区」に関する政府の諮問会議で，安倍首相

は地方創生の実現に向けて国が集中的に支

援を行う「地方創生特区」を15年春に指定

する考えを示した。

また，15年２月12日の衆議院本会議にお

いて，第３次安倍内閣の下で初となる施政

方針演説が行われた。その中で，安倍首相

は「伝統ある美しい日本を支えてきたのは，

中山間地や離島にお住まいの皆さんです。

医療や福祉，教育，買い物といった生活に

必要なサービスを，一定のエリアに集め，

周辺の集落と公共交通を使って結ぶことで，

小さくても便利な『まちづくり』を進めて

まいります。」と述べ，地方（特に中山間地

や離島等の条件不利地域）における生活イン

フラ維持・整備を重視する姿勢を示した。

（注 1） 首相官邸（2014）を参照。
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等地域住民の生活を農協の総合事業を通じ

てサポートし，地域コミュニティの活性化

を目指すものである。この戦略の内容は，

管内地域の課題に応じて，例えばある農協

では子どもを対象とする食農教育に重点を

置くが，別の農協では高齢者を対象とする

生活支援に重点を置くというように，農協

ごとに多様となる。

農協ごとに戦略の内容は異なるものの，

生活関連事業のみならず営農事業や信用事

業，共済事業等を手掛ける農協の総合事業

性を生かして，組合員等の生活を多面的に

支援していく点は共通している。

全国各地の農協では「JA地域くらし戦略」

が唱えられる以前から，助け合い組織，食

農教育，女性大学等，地域の暮らしに資す

る様々な活動を実施してきた。JA全国大会

で豊かで暮らしやすい地域社会の実現に貢

献することが今後の農協像として明示され

たことによって，「JA地域くらし戦略」に

沿って組合員等の生活を支援する取組みが

従前にも増して本格化していくものとみら

れる。

3　農協における生活インフラ
　　維持の取組み　　　　　　

全国各地の少なからぬ農協が，地域固有

のニーズに応えて生活インフラ維持に関す

る多様な取組みを行っている。本節では，

交通と買い物インフラの維持に取り組む

JAえひめ南，教育・文化と医療インフラの

維持に取り組むJAハリマの，特に独自性の

興のために農地転用許可の特例等も盛り込

まれた（第十七条の二）。

2　地域社会に関する農協の動向

（1）　第26回JA全国大会

12年10月の第26回JA全国大会で「次代へ

つなぐ協同～協同組合の力で農業と地域を

豊かに～」と題する決議が採択された。

この決議では，農協が総合事業を通じて

地域のライフラインの一翼を担い，協同の

力で豊かで暮らしやすい地域社会の実現に

貢献することを，農協の将来像のひとつと

して掲げている。豊かで暮らしやすい地域

社会は農協単独では実現することが容易で

はない。そこで，農協は地域社会の一員と

して，農協組合員，地域住民，NPO，学校，

行政等関係機関の地域の多様な主体と協力

しながら，豊かで暮らしやすい地域社会の

実現に貢献していくこととしている。

（2）　JA地域くらし戦略

農協組合員や地域住民の生活に関するニ

ーズは，地域によって多様である。それゆ

え，豊かで暮らしやすい地域社会の姿もま

た，地域によって異なる。第26回JA全国大

会決議では，農協が管内の組合員や地域住

民の多様なニーズにフィットするサービス

の提供を通じて，地域の暮らしを支えるた

めに，農協ごとに管内地域の実情を踏まえ

た「JA地域くらし戦略」を策定することと

している。

この戦略は，農協支店等を拠点に組合員
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ある。管内の東側には広見川（四万十川の源

流）が流れており，広見川の水を利用して

稲作や野菜作が行われている。また，山間の

傾斜地では栗，柚子，桃も生産されている。

ｂ　フェリー「第八くしま」の運航

（a）　フェリー運航の契機

宇和島市から約５㎞沖合の宇和海に人口

約1,000人の九島が浮かぶ。宇和島と九島は

フェリーで結ばれており，そのフェリーを

運航しているのが農協である。

農協によるフェリー運航の沿革は，以下

のとおりである。

1949年に盛運汽船株式会社が定期航路事

業の認可を受け，宇和島～九島間のフェリ

ー運航を始めた。51年に旧九島農業協同組

合が盛運汽船からフェリー事業の譲渡を受

け，九島に暮らす組合員らのためにフェリ

ー運航を継承した。これを契機に現在のJA

えひめ南に至るまで，農協がフェリー運航

を手掛けることとなった。なお，98年から

フェリー事業はJAえひめ南から分社化され，

子会社の株式会社えひめ南汽船が運営して

いる。

（b）　フェリー運航の内容

宇和島から九島を結ぶ唯一の航路である

えひめ南汽船の航路は，船舶以外の交通機関

がない海上運送法上の指定区間
（注2）
である。ま

た，同航路は05年から補助航路に指定され，

国庫から補助を受けて運航を続けている
（注3）
。

現在のフェリーは78年竣工の船舶を当時

のJA宇和島が中古船として購入し「第八く

高い取組みを行っている２農協について，

ヒアリング調査に基づき，その内容につい

て紹介する。

（1）　JAえひめ南（愛媛県）

ａ　地域の概要

JAえひめ南は愛媛県宇和島市，鬼北町，

松野町，愛南町を管内とする。1997年に愛

媛県南予地域の７農協が合併してJAえひめ

南が発足した。その後，09年に柑橘専門農

協である宇和青果農業協同組合が合流して

現在に至る。管内の高齢化率（65歳以上の高

齢者人口が総人口に占める割合）は30％（14

年度）を超えており，いずれの市町も愛媛

県全体の値を上回っている（第１図）。全国

（13年25.1％）よりも高齢化が進んでいる愛

媛県（同28.8％）の中でも，JAの管内は特に

高齢化率が高い地域である。

JAの14年３月末の組合員数は21,285名で

あり，うち正組合員数は12,614名である。

JAの管内は，宇和海に面したリアス式海

岸の斜面に柑橘の畑地が連なり，全国有数

の柑橘産地となっている。管内で生産され

る主要な柑橘は，温州みかんやポンカンで
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第1図　JAえひめ南管内市町の高齢化率
 （2014年度）

愛媛県 宇和島市 鬼北町 松野町 愛南町
資料　愛媛県長寿介護課「平成26年度高齢者人口等統計表」
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送能力や自動車の航送能力等のサービス基準を
満たすことが必要となる。指定区間の基準につ
いての詳細は，国土交通省WEBサイト等を参照。

（注 3） 国庫補助航路となる条件は，①唯一の交通
手段であり，②年間25万円以上の赤字が発生し
ている，等である。基準を満たせば国庫補助航
路として認可され，国（国交省，総務省）が補
助金を交付する。ただし，国の補助金枠は限ら
れ，「標準化」（例えば船員に最低賃金を適用し
て赤字額を減らす計算方法）等と呼ばれる交付
金額の圧縮が行われる。同航路では，国の補助
だけで不足する部分について，様々な名目で愛
媛県や宇和島市から補助を受けている。

（c）　フェリー運航の特徴

本件は，農協がフェリーを運航している

全国で唯一の例である。JAえひめ南では後

で述べる移動販売車等，地域の住民に貢献

する様々な事業を手掛けているが，フェリ

ーはその最たるものである。公共交通機関

は存在して当たり前という住民の意識があ

るので，JAえひめ南では定期航路を存続さ

せること自体が大きな地域貢献だと考えて

いる。

実際，フェリー無しでは九島の生活が成

り立たない。食品，日用品，プロパンガス

等，生活に必要な物資のほとんどを，フェ

リーが九島へ輸送しているからだ。なお，

JAが九島で販売するプロパンガス等の価格

は，JAが宇和島市街で販売する価格と同一

である
（注4）
。つまり，九島までの運賃を商品価

格に上乗せせず，JAが負担することによっ

て，九島の住民は宇和島市街と同等の価格

で生活物資を入手できるのである。
（注 4） 市街地の条件のよい地域は民間営利企業が
プロパンガス等の供給を手掛けている。一方，
離島や中山間地等，民間業者が手を出さない地
域へのプロパンガス等生活物資の供給は，行政
等からの要請もあり，JAえひめ南が引き受けざ
るを得ない。

しま」として運航している（写真１）。フェ

リーの運航時間帯は午前６時から午後９時

までであり，宇和島～九島間を１日９往復

する。宇和島～九島間の所要時間は約15分

であり，九島では，フェリーが蛤，百之浦，

本九島の３つの港に順に寄港する。フェリ

ーの運賃は，大人１名390円，普通乗用車１

台2,900円である。

九島の人口が減少するのと軌を一にして，

フェリーの利用者は年々減少している。89

年（平成元年）の年間旅客数は約37万人だっ

たが，13年（平成25年）には約15万人と，四

半世紀で６割減少した。しかし，九島から

島外の高校へ通学する生徒や宇和島市の病

院へ通院する高齢者等，九島の住民にとっ

てフェリーは欠くべからざる生活の足であ

ることに変わりはない。
（注 2） 指定区間は海上運送法第 2条第11項で規定
されている。指定区間の定義は，「船舶以外には
交通機関がない区間又は船舶以外の交通機関に
よることが著しく不便である区間であって，当
該区間に係る離島その他の地域の住民が日常生
活又は社会生活を営むために必要な船舶による
輸送が確保されるべき区間として関係都道府県
知事の意見を聴いて国土交通大臣が指定するも
の」である。指定区間では事業者に輸送の安全
や合理的な事業運営計画等の基準に加えて，運
航日程，運航回数および始終発時刻，旅客の輸

写真 1　フェリー「第八くしま」
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い物の場であった最寄りの生活店舗が閉鎖

されてしまう高齢者にとっては，近所で食

料等を購入できなくなることで，日常生活

に大きな支障をきたすこととなる。生活店

舗の閉鎖によって，近隣に住まう高齢者の

利便性が大きく損なわれてしまうことは避

けなければならない。そこで，JAでは13年

５月，半島部や中山間地の集落のような周

辺に店舗がない地域を中心に，移動販売車

「海遊号」の巡回を開始した（写真２）。な

お，移動販売車の導入に際しては，店舗の

維持費用よりも移動販売車の導入運行費用

の方が安価であると説明して，組織決定を

得たという。

店舗のない地域の高齢者は言うまでもな

く，たとえ近隣に店舗がある地域でも坂道

等が障害となり，店舗まで移動することが

容易ではない高齢者もまた，日常の買い物

に不便を感じている。徒歩で容易にアクセ

スできる場所まで巡回してくれる移動販売

車は，そのような多くの高齢者から強く支

持されている。
（注 6） Ｙショップは山崎製パン（株）との契約に
よるボランタリー・チェーン（自発的連鎖店）
であり，フランチャイズ方式のコンビニエンス

（d）　フェリー運航の課題

えひめ南汽船のフェリー運航における最

大の課題は，赤字が続く経営状況である。

九島の人口減少によって，旅客収入が年々

縮小しており，経営環境は厳しさを増して

いる。1989年度から2000年度の間にフェリ

ー運賃を数回値上げしたが，船の賃料や検

査費用の負担が重く圧し掛かっている
（注5）
。フ

ェリーの安全運航のためには，検査費用等

を節減することは難しい。

国や県，市の補助金を受給するとともに，

企業努力によって赤字額を圧縮しているが，

自助努力だけで経営環境を好転させられる

状況ではない。利用者からは増便の要望も

寄せられるが，実現は極めて困難である。

それゆえ，現状の便数でもフェリーの運航

を継続することによって，えひめ南汽船は

間違いなく地域に貢献しているということ

を，利用者に理解してもらうことが大切で

ある。

なお，16年３月に宇和島から九島へ架橋

され，えひめ南汽船によるフェリーの運航

は，その歴史に幕を下ろす予定である。
（注 5） 1989年以降，JA宇和島の時代に，89，93，

96年の 3度，えひめ南汽船になって2000年に 1

度運賃を値上げした。船の安全を保つために，
1年に 1度の中間検査， 5年に 1度の定期検査
が義務づけられている。検査時の代船の傭船料
は年間800万円である。

ｃ　移動販売車「海遊号」等の運行

（a）　移動販売車運行の契機

近年，JAえひめ南では経営合理化のため

に，Ａコープ等生活店舗の再編・統合やＹ

ショップへの転換
（注6）
を進めてきた。唯一の買 写真 2　移動販売車「海遊号」
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売までの全てを担うドライバーの人選であ

る。利用者と直接触れ合うドライバーは，

JAの評判を左右する顔だからである。現在

のドライバーは，地域でベーカリーを営ん

でいた40歳代の男性と，介護事業所に勤め

たことのある60歳代の男性である。いずれ

のドライバーとも地域に精通するとともに，

高齢者の安否や体調に気を配りつつ丁寧な

接客を自然に行える優れた人材である。移

動販売車を今後増車する可能性があるが，

JAでは適性のある人材を確保できて初めて

増車できると考えている。

JAは，海遊号を導入する際に，経済産業

省の補助金と愛媛県信連の助成金を活用し

た
（注8）
。それらの支援のおかげで，JAは50万円

のみの自己負担で海遊号を導入することが

できた。なお，海遊号と全く同様の車両装

備（冷蔵設備を搭載した軽トラック）の愛里

号については，全額をJAで負担して導入し

たが，後になって14年度に愛媛県信連から

半額助成を受けた。
（注 8） 経済産業省の「平成24年度地域自立型買い
物弱者対策支援事業」，および愛媛県信連の「JA
バンクえひめ平成26年度買い物弱者対策助成金」
を活用した。

（d）　移動販売車運行の課題

移動販売車を運行している組織の多くが

抱える課題であるが，JAえひめ南でも移動

販売車の最も大きな課題は，収支が赤字と

いうことである。移動販売車には組合員や

地域住民との関係性を強化できる等の資金

面以外でのメリットは様々あるものの，甚

だしく収支が合わない状況が続くならば，

ストアとは異なる。コンビニと比べて店舗運営
者の自主性や裁量余地が大きい点がＹショップ
の特徴である。JAえひめ南が生活店舗の業態転
換でＹショップを選択した主な理由は，①取扱
商品の自由度（肥料や農薬も取り扱える等），②
営業時間の自由度（年中無休でなくともよい等），
③安価なロイヤリティ（月数万円程度の定額等），
等である。JAえひめ南では，Ｙショップを小商
圏人口（1,000人程度）の地域にフィットしたビ
ジネスモデルと考えている。

（b）　移動販売車運行の内容

JAの移動販売車は，その後14年３月に運

行開始した「愛里号」を加えて２台となっ

た。

２台はそれぞれ生活店舗から転換したＹ

ショップを拠点に食料品等を積み込み，曜

日ごとに決められたルートを巡回している。

海遊号はＹショップ遊
ゆ

子
す

店および嵐店を

拠点に，宇和海に突き出た三浦半島の宇和

島市下波地区および蒋
こも

淵
ぶち

地区等３コースを

巡回している。また，愛里号はＹショップ

愛治店を拠点に，鬼北町愛治地区，宇和島

市嵐地区等３コースを巡回している。

平日の午前10時頃から午後４時頃にかけ

て，２台の移動販売車が各コースを音楽を

流しながら巡回し，１日に10か所前後の停

車場
（注7）
で，食料品や日用品の販売を行ってい

る。また，移動販売車では商品の販売だけ

でなく，注文書の配布・回収，注文品の配

達も行っている。
（注 7） JAえひめ南では，基本的に 1集落に 1か所
ずつ停車場を設定している。

（c）　移動販売車運行の特徴

JAが移動販売車の運行で特にこだわっ

た点は，荷の積み込みから運転，商品の販
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る。管内旧町の高齢化率（合併直前の05年２

月１日現在）は，一宮町28.0％，波賀町30.2％，

千種町32.3％であり，いずれの町も全国平

均と県平均を上回っている（第２図）。

管内では過疎化，高齢化が深化している

が，親から独立して農外就業した子どもの

世帯が組合員となる等によって，組合員戸

数は７‒８年前と比べてわずかに増加して

いる（７‒８年前4,956戸→直近5,073戸）。

管内では耕種および園芸が盛んであり，

主要生産品目は，米，大豆，自然薯，アス

パラガス，花き，山菜等である。

JAでは，農家所得増大のために農産物加

工や直販を推し進めている。JA自ら所有す

る加工施設で，管内南部で生産が盛んな丹

波黒大豆を正月のおせち商材や煮豆等に加

工し，年間を通じて販売している。また，

JAは独自に「ふるさと便」という通信販売

を手掛け，自然薯や「雪の下大
　（注11）
根」を消費

者に直接販売したり，道の駅併設の直売所

で切り花を販売したりしてい
　（注12）
る。そのため，

JAが卸売市場へ出荷する品目は，夏秋キュ

ウリと椎茸にほぼ限られ
　（注13）
る。

（注10） 宍粟市は05年 4月 1日に宍粟郡の四町（山

その運行を継続することが難しくなる。JA

では，移動販売車１台につき１日売上高

60,000円あれば収支が合うとみている。最

初に導入した海遊号の売上は，徐々にその

水準に近づいているが
（注9）
，愛里号の売上を海

遊号の水準へ高めていくことが当面の課題

である。

JAえひめ南は，生活店舗の再編やＹショ

ップへの転換をさらに進める予定である。

生活店舗の再編に伴い，管内全域を移動販

売車でカバーするために，移動販売車をさ

らに１～２台増車したい意向である。

また，離島住民の生活を支えていくため，

JAのみで対処するのではなく，漁協や郵便

局，行政等の他組織とも役割分担をしなが

ら取り組むことも視野にいれるべきとの考

えである。なお，民間事業者が残存してい

る事業領域や地域について，JAが新たに参

入し競合することは意図しておらず，民間

事業者の営業を尊重する姿勢である。
（注 9） 1日の売上：1,000円/名× 5名/停車場×

10停車場/日＝50,000円/日

（2）　JAハリマ（兵庫県）

ａ　地域の概要

JAハリマは，1991年４月にJAハリマ一宮

とJA波賀町が合併して誕生した。その後，

94年４月にJAちくさが加わり，現在のJA

ハリマとなった。JAの管内は，兵庫県宍粟

市
（注10）
の一部（合併前の一宮町，波賀町，千種町）

である。

JAの管内は，全国（05年20.1％）よりも高

齢化率が低い兵庫県（同19.2％）にありなが

らも，全国よりも高齢化率が高い地域であ

40

30

20

10

0

（%）

第2図　JAハリマ管内旧町の高齢化率
 （2005年2月1日現在）

兵庫県 一宮町 波賀町 千種町
資料　兵庫県「高齢者保健福祉関係資料」
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19.2
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（b）　図書館の内容

JA図書館の開館時間は午前10時から午

後６時であり，休館日は毎週火曜日，第１，

第３月曜日，祝日，年末年始である。司書

の資格を持つ職員を含むJA職員２名が配置

され，運営にあたっている。

JAハリマ管内の住民ならば誰でも，貸出

カードを作成でき，図書を借りられる。一

度に５冊まで図書を借りることができ，貸

出期間は２週間である。なお，他の図書館

との相互利用は行っていない。

JA図書館の蔵書は約38,000冊ある。年間

の蔵書購入予算は約200万円であり，利用

者からのリクエストを踏まえつつ，図書館

職員が新しい図書を毎月購入している。購

入する図書のジャンルは，雑誌や漫画から

純文学作品に至るまで多岐にわたる。JA図

書館は地元の書店からだけでなく，家の光

協会等からも図書を購入している。

JA図書館の年間利用者は延べ約6,000名

であり，１日当たり20名弱の利用者がいる。

利用者の多くは近隣地域に暮らす大人であ

り，児童や生徒の利用は多くな
　（注14）
い。児童や

生徒は学校が休みの週末にJA図書館を利

崎町，一宮町，波賀町，千種町）が合併して誕
生した。

（注11） 管内北部で生産が盛んな大根を雪の中で熟
成させた商品が「雪の下大根」である。

（注12） JAハリマには直売所部会があり，400名の
部会員が花（露地の菊・百合）を中心に栽培し，
道の駅併設の直売所で販売している。

（注13） メインの出荷先市場は姫路市中央卸売市場
である。

ｂ　「サンパティオ図書館」の運営

（a）　図書館開設の契機

JAハリマは地域に開かれた「サンパティ

オ図書館」（以下「JA図書館」という）を有

している。開館するはるか以前から，JAハ

リマでは図書に親しむ取組みを行っており，

1987年７月，旧JAハリマ一宮は小さな子ど

もを持つ母親同士の交流の場として，JA本

所施設内に母子ふれあい文庫（以下「同文

庫」という）を開設した。同文庫には7,000

冊の蔵書があり，母子で読書に親しめる施

設となっている。また，地元のボランティ

アグループが同文庫で紙芝居等の催しを開

き，利用者に好評を博している。

同文庫の設置から10年後の97年に，JAは，

公立図書館がない地域における教育文化の

拠点として，JA図書館を宍粟市一宮町福野

に開設した（写真３）。JAでは，子どもから

高齢者まで幅広い年齢層の地域の住民に対

して，JA図書館を通して図書に親しんでも

らうと同時に，JAの活動にも理解を深めて

もらうことを意図している。換言すれば，

JAは，JA図書館を教育文化の拠点のみなら

ず，JAに関する情報の発信拠点としても位

置づけている。

写真 3　「サンパティオ図書館」外観
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すべき課題となっている。

JAは，JA図書館以外でも教育文化活動に

取り組んでいる。JAでは，農業高校や大学

農学部に進学する生徒に対して奨学金を給

付する仕組みがある。将来の地域農業の担

い手やJA職員を育てることが，この仕組み

の目的である。

ｃ　「みどり診療所」の運営

（a）　診療所開設の契機

診療所を開設している個別農協は全国で

も非常に少な
　（注15）
い。その１つがJAハリマであ

る。

JA管内には，最寄りの医療機関まで数十

キロ離れている地域があ
　（注16）
る。また，開業医

の高齢化と後継者の不在によって，診療を

継続するのが困難となる医療機関が生じて

いる。

このような地域の医療環境を踏まえ，JA

は地域の医療サービスを維持することを目

的として，「みどり診療所」を1993年に開設

した（写真４）。診療所の開設に際しては，

旧JAハリマ一宮が積み立てていた医療福祉

積立金の一部を取り崩して，JA本所から車

用することが多い。
（注14） JA図書館が15年 1月に貸出した利用者270

名のうち，229名が大人であり，児童や生徒は41

名だった。

（c）　図書館の特徴

JA図書館の特徴の１つは，地域の行政や

小学校等と協力しつつ，催しを実施してい

ることである。JA図書館では子ども向けの

読み聞かせ会をおおむね月１回の頻度で開

催しているが，行政が防災無線で読み聞か

せ会の告知を行っている。また，地域の小

学校と協力し，授業の一環として小学生の

訪問を受け入れ図書に親しむ催しを実施し

たり，移動図書館を巡回させたりもしてい

る。

JA図書館のもう１つの特徴として，農協

らしさを指摘できる。蔵書では農業や食料

に関する図書が特に充実しており，本格的

な農業者のみならず，家庭菜園や料理が好

きな地域の住民のニーズに応えている。ま

た，JA図書館と同じ敷地には，JA店舗やＡ

コープ，給油所，および農産加工所が集積

しており，図書の貸出から金融サービスや

食料品の購入等まで，ワンストップで農協

が営む多様なサービスを利用でき，地域住

民の生活を支えている。

（d）　図書館の課題等

JA図書館の課題は，利用者が近隣に住む

特定の人に限られていることである。JA図

書館ではより多くの人々が図書に親しむと

ともに，JAについて知ってもらいたいと考

えており，利用者を拡大させる方策が検討 写真 4　「みどり診療所」外観
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らす人々の健康管理に貢献している。

（c）　診療所の特徴

JAハリマの医療福祉事業の中核を担う

みどり診療所の特徴は，地域の医療を支え

ているだけでなく，JAが手掛ける他事業等

とのシナジーをも生み出していることであ

る。

みどり診療所は，JA職員や組合員に向け

て健康維持に役立つ情報を定期的に発信し

ている。診療所の医師は，JA職員の朝会で

健康管理について講話を行ったり，組合員

向けの広報誌でインフルエンザ等について

時宜を得たコラムを掲載したりしている。

また，JAは，組合員や年金友の会の会員

に対して，みどり診療所で予防接種や人間

ドック等の医療サービスを受ける際に助成

金を交付している。つまり，総合農協の特

徴を生かして，JAは農協事業を利用する地

域の組合員・利用者に対して独自の医療サ

ービスという付加価値を提供している。こ

のような取組みが組合員から支持を受け，

例えば管内の年金口座に占めるJAのシェ

アは約70％と非常に高いという。

（d）　診療所の課題

高齢化が進んでいるなかで，診療所を核

とするJAハリマの医療福祉事業が，地域の

人々の健康維持に果たす役割の重要性は

年々高まっている。地域のJAに対するニー

ズが高まることは，同時に診療所の職員を

はじめとするJA職員の業務負担が重くな

ることを意味する。JAのみで地域の医療体

で数分の場所に診療所の建物を新築し，診

療に必要な設備を導入した。

なお，JAは，診療所だけでなく，デイケ

アや在宅介護サービスを担う社会福祉法人

みどり苑も設立運営している。
（注15） 筆者が調べた範囲では，JAハリマの他に，
JA福山市（広島県），下郷農協（大分県）が診
療所を開設している。なお，全国厚生農業協同
組合連合会（JA全厚連）が全国で115病院，66

診療所（10年 3月末時点）を運営しているため，
JA全厚連の機関が立地する地域の農協では診療
所を独自に開設する必要性がない。

（注16） 宍粟市一宮町には公立の診療所がない。同
市波賀町，千種町には公立の診療所がある。ま
た，同市山崎町には，公立宍粟総合病院がある。

（b）　診療所の内容

診療所には，診療所長の医師１名，看護

師６名，事務員２名，送迎ドライバー１名

が， JA職員として常勤している。また，非常

勤職員として眼科医１名，理学療法士２名

が勤務している。

診療科目は，内科，眼科，理学療法科（リ

ハビリテーション）である。また，リハビリ

テーションの利用者向けに事前予約制の送

迎サービスを実施している。さらに，診療

所で受診することが困難な患者に対して，

月曜日と水曜日の午後に往診を行っている。

なお，処方薬は院内処方している。

診療所開設当初から，同じ常勤医師が診

療にあたっている。総合内科が専門の同医

師は地域医療に関心があり，診療所に着任

する以前に兵庫県但馬地域でへき地医療に

従事していた。同医師はみどり診療所で診

療にあたるのみならず，地域の学校の校医

や地域の事業所の産業医を務め，地域に暮
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（注17） 「この国のかたち」は，司馬遼太郎が『文藝
春秋』に連載したエッセイのコーナー名。歴史
を踏まえつつ，現在および将来の日本のかたち
を展望する。司馬は80年代に発表した「江戸期
の多様さ」（司馬（1990）所収）と題する随想の
中で，多様な価値観の併存こそが独創性のある
思考や社会の活性を生むのだが，江戸期とは逆
に戦後の日本では社会や価値観の画一化，均一
化が進んでおり，「日本はやがて衰弱するのでは
ないか」と記している。地方切り捨てではなく，
多様な地方の併存を目指す地方創生は，司馬の
いう「衰弱」を回避する施策となりうるのでは
あるまいか。

（注18） 増田（2014）第 1章，および巻末掲載の「全
国市区町村別将来推計人口」，等を参照。

（注19） 小田切（2014）vi頁，240頁，等を参照。
（注20） 山下（2014）288頁を参照。著者は，「安倍
政権の地方政策と増田レポートとを同一視して
行われている批判がある。しかし両者を比較す
ると，『地方消滅を認め，切り捨てやむなし』と
するのか，それとも『地方の力を信じ，しっか
りと持続するべく支えていこう』とするのか，
その大事な議論の分岐点で方向性はまるっきり
異なるものと筆者には見える。」としている。

（2）　地方の生活インフラの重要性

このように今後の地方のかたちをめぐっ

て議論が交わされるなかで，政府は地方切

り捨て論には与せず，持続可能な地方のか

たちを模索する方針である。

将来にわたって地方を維持するためには，

人々が地方に住まえる環境を整備すること

が不可欠である。安倍首相が繰り返し表明

しているように，「中山間地や離島」でも

「医療や福祉，教育，買い物といった生活に

必要なサービス」を利用できる環境整備が

決定的に重要である。換言すれば，地方に

おける生活インフラの維持が，地方創生の

ためには絶対に満たさねばならぬ必要条件

だといえる。

この点については識者も同様の見解であ

制を維持できるわけではない。公立病院等

の既存の医療機関と役割を分担しながら，

JAが可能な範囲で持続的に地域医療を担

っていくことが重要となる。

おわりに

（1）　地方創生に関する論争

14年に安倍首相が地方創生を国政の重点

課題として位置づけてから，この国のかた

ち
（注17）
―地方のグランドデザインをどう描くか

―をめぐる議論が，様々な識者によってな

されている。

議論の端緒となったのが，14年８月に刊

行された増田（2014）（一連のいわゆる「増田

レポート」を新書化したもの）である。同書

では，2010年から2040年までの若年女性人

口の減少率を全国の市町村ごとに集計し，

減少率が50％を超える896市町村を「消滅

可能性都市」と位置づけ
　（注18）
た。

それに対し，坂本（2014）は，若年女性

人口の減少率の推計方法等の妥当性につい

て疑義を呈して批判している。また，小田

切（2014）は論争的な題名の新書の中で，フ

ィールドワーカーとしての具体的な現実認

識を基礎に，「今ある農山村は本当に消滅す

るのか」等の論点について検討してい
　（注19）
る。

また，山下（2014）は，安倍政権の地方

政策と増田レポートを同一視して行われる

批判は的外れであり，安倍政権の地方政策

は決して地方を切り捨てるものではなく，

むしろ地方が持続できるように支援してい

こうとするものだと指摘してい
　（注20）
る。
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機動的なNPOなどの中間支援組織にゆだね

ることにより，いわゆる『ハンズオン支援』

（手取り足取り支援）が期待される」と述べ，

行政と民間組織が連携した枠組みを展望し

てい
　（注24）
る。

（注23） 筆者も委員としてこの調査研究事業に参画
し，全国の先進事例を視察・検討した。その内
容は，総務省（2015）を参照。

（注24） 小田切（2014）156頁を参照。

（4）　農協の取組みの意義と課題

住民自らが生活インフラの維持に立ち上

がる事例が増えているとはいえ，先進事例

であっても，経営は極めて厳し
　（注25）
い。そのよ

うな中で，地域に根差した協同組合で組合

員間の相互扶助組織である農協が住民の取

組みを支援する，もしくは農協自らが生活

インフラの維持に取り組むことには，一定

の妥当性があろう。また，生活インフラ維

持という地域に貢献する農協の取組みは組

合員からの支持を集め，ひいては農協の地

域における存在価値を高めることに繋がる

だろう。実際，本稿で取り上げた２つの農

協は，生活インフラ維持の取組みを通じて

地域の人々を支援し，地域に無くてはなら

ない存在となっている。 

ただし，生活インフラ維持が地域に貢献

し，農協の存在感を高めるとはいえ，採算

を度外視してまで農協が取り組まねばなら

ぬわけではないことに留意が必要である。

農協の手に余る場合は，速やかに行政等に

支援を求めたり，他組織と役割分担したり

する等，農協が丸抱えせずに無理なく持続

可能な取組みのかたちを模索し，その枠組

る。例えば，山下（2014）は，「いま本当に

求められているのは，各地域の生活インフ

ラを保持していくスキームをしっかり確立

することである」と指摘す
　（注21）
る。また，小田

切（2014）は，インフラという言葉を明示

的に使わぬものの，暮らしの「場」の阻害

という農山村の生活上の問題に対して公的

な支援が必要だと述べてい
　（注22）
る。

（注21） 山下（2014）233頁を参照。
（注22） 小田切（2014）は，「農山村では，遠隔地や
急峻な地形という地理的条件，豪雪等の気候的
条件，そして人口減少という社会的条件により，
さまざまな生活上の問題が生じている。（中略）
このような多様な問題の発生により，農山村に
おける住民の暮らしの『場』が阻害されており，
このことへの対応が必要となっている。それは，
基本的には，格差是正の立場からの公的主体に
よる支援となろう。」（81頁）とする。

（3）　誰が生活インフラを維持するのか

それでは，地方創生に不可欠な地方の生

活インフラを誰が維持するのか。その担い

手として，行政，営利企業，NPO，住民組

織，協同組合，社会福祉協議会等の地域に

存在する様々な組織に，その役割が期待さ

れている。

また，ある組織が単独では対応しきれな

い場合には，多様な組織が連携して課題に

対処することが求められている。例えば，

総務省では14年度に「公民連携によるまち

なか再生事例に関する調査研究事業」の中

で，行政と民間組織が連携して生活インフ

ラを整備している事例について研究してい

る
（注23）
。小田切（2014）も地域づくりを担う主

体について，「資金供給は行政であっても，

その供給の方法やアフターケアの点では，
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（いちのせ　ゆういちろう）

みの中で農協の役割を果たして行くという

姿勢が重要だろう。

また，営利企業が生活インフラ維持に十

分な役割を果たしているような事業分野や

地域においては，農協が生活インフラ維持に

新たに取り組み，営利企業と正面から競争

する必要はない。重要なのは営利企業によ

る提供が難しい地方の生活インフラを維持

していくことであり，地方（特に離島や中山

間地等の条件不利地域）において生活インフ

ラが維持されるように，営利企業と農協が

協調していくかたちもありえよう。つまり，

地域の状況に応じた適切な農協の関わり方

を柔軟に検討していくことが肝要だろう。
（注25） 日本農業新聞14年12月18日付を参照。多く
の住民出資型法人が経営難に直面しており，公
的な支援が必須であると報じている。
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